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肝炎のeliminationに関するWHOの目標

第26回肝炎対策推進協議会 田中参考人発表資料 一部改変

TABLE 1 :Service coverage targets that would 
eliminate HBV and HCV as public health threats, 2015–2030

公衆衛生上の脅威として
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第26回肝炎対策推進協議会 田中参考人発表資料より
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Ｂ型・Ｃ型肝炎ウイルスキャリアの推移



肝炎対策における肝疾患診療連携拠点病院の位置付け

肝疾患診療連携拠点病院
（都道府県に原則１カ所）

国立国際医療研究センター
肝炎・免疫研究センター

肝炎情報センター

健診部門

肝疾患専門医療機関
（2次医療圏に1カ所以上）

紹介 紹介 紹介

国 民

肝炎ウイルス検査

相互
紹介

健診機関 診療所・病院 保健所 その他

連携・支援
技術指導

連携・支援

① 専門医等による診断と治療方針の決定

② 抗ウイルス療法の適切な実施

③ 肝がんの高危険群の同定と早期診断

① 肝疾患に係る一般的な医療情報の提供

② 都道府県内の医療機関等に関する情報の収集
や紹介

③ 医療従事者や地域住民を対象とした研修会・
講演会の開催や肝疾患に関する相談支援

④ 肝疾患に関する専門医療機関と協議の場の設
定＋肝がんに対する集学的治療を行うことが
できる医療機関

約3,700施設
（令和２年3月時点）

47都道府県・71施設
（令和２年12月時点）
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肝炎総合対策推進国民運動事業の概要

政策課題解決型の戦略的広報の展開

⇒ 肝炎の『早期発見』『早期治療』を重点的に訴求 (全ての国民が一度は受検する必要のある「肝炎ウイルス検査」の積極推進)

概 要

「肝炎対策の推進に関する基本指針」（平成23年5月16日制定、平成28年6月30日改正）に基づき（※）、

肝炎に関する知識や肝炎ウイルス検査の必要性を分かりやすく伝え、国民が肝炎への正しい知識を持ち、

早期発見・早期治療に向けた行動を促すため、多種多様な媒体を活用しての効果的な情報発信や民間企業

との連携を通じた肝炎対策を展開し、肝炎総合対策を国民運動として推進するもの。

（※） 基本指針の「第１ 肝炎の予防及び肝炎医療の推進の基本的な方向 （５）肝炎に関する正しい知識の更なる普及啓発」において、
『肝炎ウイルスは感染しても自覚症状に乏しいことから、感染に気付きにくく、また、感染を認識していても、感染者が早急な治療の
必要性を認識しにくい。このため、国民一人一人が感染によるリスクを自覚した対応を図るよう、肝炎についての正しい知識を持つた
めの更なる普及啓発に取り組む必要がある。』とされている。

事業の内容

１．広報戦略の策定
２．情報発信（メディアの活用、WEBコンテンツの制作・運用）
３．イベントの実施（日本肝炎デー関連イベント、集中広報の実施）
４．大使・スペシャルサポーターの活動支援

５．パートナー企業・団体との活動
６．広報技術支援（行政の広報施策のサポート）
７．国民運動の効果検証
８．運営事務局の設置

［令和２年度の主な活動］

（１）全体イベントの実施
・7/21 「知って、肝炎プロジェクト ミーティング2020」開催

（２）自治体・関係団体向けの啓発活動
・和歌山県における集中広報の実施
・都道府県知事、市町村長、関係団体の長への表敬訪問の実施
［38都道府県、27市町村、4団体を訪問（令和2年12月末現在）］
（平成26年からの累計）

（３）情報発信
・オフィシャルホームページの運用
・メディアを通じた広報（新聞、テレビ、ラジオ等への記事掲載や広告）

・ポスター・リーフレットの作成
・動画の作成

（４）その他
・パートナー企業・団体の支援
・「知って、肝炎プロモーター」の支援
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肝炎に関する情報発信（教育、啓発）の取組

Ｂ型肝炎教育資材の開発

・医療従事者養成課程向けのＢ型肝炎教育に関する教育資材の開発を目的とした厚生労働科学研究（大阪市立大学榎本大先生）において、
平成２９年度に正しい知識の教授及び偏見差別防止のための教育資材を開発している。令和２年２月２６日に肝炎情報センターのホーム
ページに教育資材を掲載し、医療従事者の知識の整理等に広く活用頂けるように取組を行っている。
・中学校３年生向けのＢ型肝炎教育に関する副読本「Ｂ型肝炎 いのちの教育」を、令和２年度に全国Ｂ型肝炎訴訟原告団・弁護団の皆
さまのご協力のもと、作成。

肝炎ウイルス感染者の偏見や差別による被害防止の研究

平成２９年度より、肝炎患者等も参加した厚生労働科学研究「肝炎ウイルス感染者の偏見や差別による被害防止への効果的な手法の確
立に関する研究」（長崎医療センター八橋弘先生）を実施している。肝炎情報センターが主催する会議等の場で研究成果を発表した。

平成２４～２５年度に実施された厚生労働科学研究「肝炎ウイルス検査体制の整備と普及啓発に関する研究」（慶應義塾大学加藤真吾
先生）の成果を基にして、「青少年のための「初めて学ぶ肝炎」」としてリニューアルして平成３０年２月９日に肝炎情報センターの
ホームページに掲載し、広く国民に学んで頂けるように取組を行っている。

青少年のための教育プログラム

日本肝臓学会及び学会会員との連携を強化し、肝炎対策等の周知への協力依頼の事務連絡を平成３０年２月７日に発出した。

日本肝臓学会及び学会会員との連携した周知、啓発

医療関係職種の養成所・養成施設におけるＢ型肝炎教育の推進

感染拡大防止と偏見差別防止のためのＢ型肝炎被害の歴史的事実を踏まえた教育の実施と、患者講義を授業に取り入れるといった教育
の工夫について、看護師等の医療関係職種の養成所・養成施設に対して周知するよう、平成２９年１０月３０日に厚生労働省医政局及び
健康局担当課から都道府県宛に事務連絡を発出した。
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・日常生活の場でウイルス肝炎の伝搬を防止するためのガイドライン
・保育の場において血液を介して感染する病気を防止するためのガイドライン
・高齢者施設における肝炎対策のガイドライン

⇒ 厚労省ＨＰ上に公開。
http://www.mhlw.go.jp/bunya/kenkou/kekkaku-kansenshou09/poster.html
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正しい知識の普及・偏⾒差別に対する取組

「集団生活の場における肝炎ウイルス感染予防」のための手引・ガイドラインを作成
（研究代表者：東京大学医科学研究所先端医療研究センター 四柳 宏）

http://www.mhlw.go.jp/bunya/kenkou/kekkaku-kansenshou09/poster.html


■ 目的

偏見や差別の解消のために、既存の方法に加え、ソーシャルメディア等を活用した
方策の有効性を検討する。特に、肝炎患者と関わることが多い医療機関等においての
啓発や、高校生等の若年層への啓発方法について検討を行う。

■ 内容

 偏見差別を防止するための事例集・解説集を内容するホームページ、ソーシャル
メディアを作成する。

 地域差を考慮した上での公開シンポジウムを全国でおこなう。

 ウイルス性肝炎に対する治療の進歩を考慮した上で、偏見差別や患者QOLに関す
る患者調査をおこなう。

 ホームページ、ソーシャルメディアを用いて、一般市民、医療従事者（特に非肝
臓専門医）、肝炎患者の相談・支援に携わる者等を対象としたウイルス性肝炎の
認知度や理解度、偏見差別に関する調査をおこなう。
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「ソーシャルメディア等を活用した肝炎ウイルス感染者の偏見差別の解消を目指した研究」について

（八橋班Ｒ２年度～Ｒ４年度）

正しい知識の普及・偏⾒差別に対する取組
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＜指摘事項＞ 内閣官房行政改革推進本部事務局 政府の行政改革 秋のレビュー取りまとめ資料より転載

（https://www.gyoukaku.go.jp/review/aki/r01tokyo/img/torimatome_11.pdf）

・ 肝炎対策基本指針を基に実施される肝炎総合対策は、早期発見・早期治療により重症化を防ぐためには、非常に重要なもので
ある。事業を効果的・効率的に行うに当たり、まずは、受検、受診、受療、フォローアップ等の各ステップにおいて、性別、世
代別、地域別、雇用形態別等の受検者・未受検者の状況、陽性判明者の受療状況をはじめとした現状を正確に把握するよう努め
るとともに、対応が必要となる対象を明確化したうえで有効な手段を用いた対策となっているか見直し等を検討すべきである。
例えば、雇用されている者はウイルス検査を伴う健康診断が可能であることから、保険者を通じた受検状況の調査等、最も簡素
かつ有効な手段を検討すべきである。

・ 広報については、現状把握に伴い、対応が必要となる対象の明確化を受けて有効な手法となっているか見直しに向けた検討を
行うとともに、普及啓発効果の適切な把握や市町村等の他の広報主体による事業との重複にも留意すべきである。

・ 検査結果が陽性の者や経過観察を要する者は、その後の適切な受診・受療が重症化予防に向けて重要であるところ、地域での
フォローアップ、相談体制が有効に機能しているか検証する必要がある。例えば、肝炎医療コーディネーターについては、期待
される効果に繋がっているか等を検証し、それらの結果を踏まえ、必要に応じて活用方策等の見直しを検討すべきである。

・ 上記見直しに当たっては、地域の取組状況をはじめとする地域差の要因等も分析することにより、都道府県等に対する補助メ
ニューの見直しを含め、肝炎対策関連予算の中での予算配分の見直しも検討したうえで、各施策の成果を適切に測ることが出来
るようなアウトカムを追加し、事業効果を検証する仕組みとすべきである。その際、改善が図れるものは速やかに改善するとと
もに検討・調整に時間を要するものがある場合には、令和３年度における次期肝炎対策基本指針改定に向けて検討を進めるべき
である。

令和元年度 行政事業レビュー 秋のレビュー（秋の年次公開検証）について

下記４事業が評価対象。
① 肝炎患者等支援対策事業費
② 肝炎ウイルス検査等事業（肝炎患者等の重症化予防推進事業）
③ 肝炎総合対策費
④ 健康増進事業（健康診査等）（うち肝炎ウイルス検診）
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